
第７次真岡市行政改革大綱実施計画の取組状況について 

令和６年度末時点における実施計画の取組状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｓ＝ 計画を上回り進行している（数値目標の場合：１００％超え）。 

Ａ＝ 計画どおり又は概ね計画どおりに順調に進行している（数値目標の場合：９０％以上１００％以下）。 

Ｂ＝ やや遅延しているが着実に進行している（数値目標の場合：７０％以上９０％未満）。 

Ｃ＝ 計画に沿って進行しているが遅延している（数値目標の場合：５０％以上７０％未満）。 

Ｄ＝ 未着手又は大幅に遅延している（数値目標の場合：５０％未満） 
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（構成比） 

Ｓ １ １ ０ １ ２ ２  ７(29.1%) 

Ａ ０ １ ５ ０ １ ４ １１(45.8%) 

Ｂ ３ ０ １ ０ ０ ０ ４(16.7%) 

Ｃ ０ １ ０ ０ ０ ０ １( 4.2%) 

Ｄ ０ １ ０ ０ ０ ０ １( 4.2%) 

計 ４ ４ ６ １ ３ ６ ２４ 



第7次行政改革大綱実施計画取組状況一覧

目標 実績 進捗状況 目標 実績 進捗状況

1 1 市民協働推進室 自治会加入率　70.8％ 自治会加入率　71.2％ S 自治会加入率　70.0％ 自治会加入率　70.8％ S

2 2 危機管理課

消防団の定員充足率　97.0％
495人
地区防災計画策定数（累計）
４地区

消防団の定員充足率
87.5％　446人
地区防災計画（累計）
３地区

B

消防団の定員充足率　97.0％
495人
地区防災計画策定数（累計）
7地区

消防団の定員充足率
84.3％　430人
地区防災計画（累計）
３地区

B

2 地域づくりの推進 1 3 市民協働推進室 ６事業以上の実施区数　86 ６事業以上の実施区数　65 B ６事業以上の実施区数　90 ６事業以上の実施区数　68 B

3
各種審議会等への
女性委員の積極的
な登用

1 4 市民協働推進室 女性委員構成割合　30.0％ 女性委員構成割合　２８.0％ A 女性委員構成割合　30.0％ 女性委員構成割合　27.8％ B

S:1 A:1 B:2
C:0 D:0

計4

S:1 A:0
B:3

C:0 D:0
計4

1
情報公開制度の推
進

1 5 総務課
制度運用の整備
職員研修の実施

ー D 職員研修の実施
個人情報等研修に絡めて説
明あり C

1 6 秘書広報課 市長との話し合い開催数 ３件
市長との話し合い開催数　3
件 A 市長との話し合い開催数 ３件

市長との話し合い開催数　3
件 A

2 7 秘書広報課 年間セッション数　115万回
年間セッション数
1,354,905回 S 年間セッション数　120万回

年間セッション数
1,469,460回 S

3
個人情報の適正な
保護

1 8 総務課
監査体制の確立
運用体制の充実

制度に関する職員向け資料の
作成と動画研修の実施 B 監査の実施

監査項目や実施体制の構築
が不十分であるため令和７
年度からの実施に修正

D

S:1 A:1 B:1
C:0 D:1

計4

S:1 A:1 B:0
C:1 D:1

計4

1 事務事業の見直し 1 9 総合政策課
行政評価システムを職務に活か
している職員(係長以上）の割合
92％

行政評価システムを職務に活
かしている職員(係長以上）の
割合　89％

B
行政評価システムを職務に活
かしている職員(係長以上）の
割合　96％

行政評価システムを職務に
活かしている職員(係長以
上）の割合　89％

A

2 民間委託等の推進 1 10
スポーツ
振興課

導入検討 導入検討 A
導入検討
市場調査実施、募集要項・仕様
書作成等、管理料積算

導入準備 A

1 11 水道課

経営の健全化・効率化
民間委託の拡大
委託事務の整理、費用対効果を
検討

概ね計画とおりに進行してい
る A

経営の健全化・効率化
民間委託の拡大
委託業者の選定

概ね計画とおりに進行して
いる A

2 12 下水道課

経営の健全化・効率化
民間委託の拡大
委託事務の整理、費用対効果を
検討

概ね計画とおりに進行してい
る A

経営の健全化・効率化
民間委託の拡大
委託業者の選定

概ね計画とおりに進行して
いる A

1 13 プロジェクト推進課
経営改善計画の推進支援
第４期経営改善計画策定に参画

経営改善計画の推進支援 B
第４次経営改善計画の推進支
援

経営改善計画の推進支援 B

2 14 総合政策課
経営計画に基づく経営安定化策
を支援

経営計画に基づく経営安定化
策を支援 A

経営計画に基づく経営安定化
策を支援

新たな経営計画策定に参画
経営計画に基づく経営安定
化策を支援

A

S:0 A:4 B:2
C:0 D:0

計6

S:0 A:5
B:1

C:0 D:0
計6

令和5年度

広聴機会の充実

ホームページの充実

個人情報保護制度

Ⅲ
事
務
事
業
の
効
率
化

行政評価システムの推進

民間活力の活用（スポーツ施設）

3
地方公営企業の経
営の健全化

水道事業の健全経営の推進

下水道事業の健全経営の推進

令和6年度

Ⅰ
市
民
協
働
の
ま
ち
づ
く
り
の
推

進

1
市民との協働体制
の確立

自治会との連携

防災体制の整備・強化

地域活動活性化の推進

各種審議会等への女性委員の積
極的な登用

行政改革取組内容 No 担当課

4

Ⅱ
開
か
れ
た
市
政
の
推
進

情報公開制度

Ⅰ市民協働のまちづくりの推進　合計

2
市政への市民参画
と情報提供の推進

第３セクターの経営
の健全化・合理化

もおか鬼怒公園開発（株）

真岡鐵道（株）

Ⅱ開かれた市政の推進　合計

Ⅲ事務事業の効率化　合計



第7次行政改革大綱実施計画取組状況一覧

目標 実績 進捗状況 目標 実績 進捗状況

令和5年度 令和6年度

行政改革取組内容 No 担当課

Ⅳ
人
材
の

育
成
・
強

化 2 人材の育成・強化 1 15 デジタル戦略課 DX人材認定者数　20名 21名認定 S DX人材認定者数　延べ40名 47名認定 S

S:1 A:0 B:0
C:0 D:0

計1

S:1 A:0
B:0

C:0 D:0
計1

1
ＩＣＴを活用した業務
の推進

1 16 デジタル戦略課
BPRプロジェクトによる改善
（３プロジェクト）

５プロジェクト実施 S
BPRプロジェクトによる改善
（5プロジェクト）

６プロジェクト実施 S

2
窓口サービスの向
上

1 17 デジタル戦略課 プロジェクトチーム発足
おくやみワンストップサービス
提案 B 要件定義

おくやみワンストップサービ
ス開始 A

3
各種情報システムの
運用・構築

1 18 危機管理課

市民意向調査の設問「防災情報
の入手方法」で「入手している」
と回答した市民の割合80％以
上

73.10% A

市民意向調査の設問「防災情
報の入手方法」で「入手してい
る」と回答した市民の割合8
５％以上

93.80% S

S:1 A:1 B:1
C:0 D:0

計3

S:2 A:1
B:0

C:0 D:0
計3

1
計画的で効率的な
行財政運営

1 19 財政課
適正な将来  負担比率
（0％以下）

適正な将来  負担比率
（0％以下） A

適正な将来  負担比率
（0％以下）

適正な将来  負担比率
（0％以下） A

1 20 総務課・財政課 見直しの実施
総務課及び財政課による内容
審査の実施 A 継続検討指示案件の見直し

総務課及び財政課による内
容審査の実施 A

2 21
総合政策課・
秘書広報課

ネーミングライツ５施設
4,590千円
HP）広告料収入　130,000円

ネーミングライツ５施設
4,590千円
HP）広告料収入　220,000
円

A

ネーミングライツ6施設
4,590千円
HP）広告料収入　140,000
円

ネーミングライツ6施設
5,190千円
HP）広告料収入　170,000
円

S

3 22 秘書広報課 寄附額　２億円 寄附額　６.８億円 S 寄附額　２.5億円 寄附額　11億円 S

3 23 総務課 見直しの実施

財政課・総務課による内容審
査の実施
個人補助、利子補給、その他
補助を中心に見直しを実施

A 見直しの実施

・財政課及び総務課による内
容審査等の実施
・運営費補助（団体等の運営
に必要な経費を補助するも
の）を中心に見直しを実施

A

4 24 財政課
延床面積  30.28万㎡
将来更新等費用  1,173.5億円

延床面積  ―
将来更新等費用  ― B

科学教育センター改修工事設
計
図書館解体工事設計
複合交流拠点施設工事

計画通り実施
公共施設等総合管理計画
（再配置計画を含む）の公共
施設（建物）データを更新

A

S:1 A:4 B:1
C:0 D:0

計6

S:2 A:4
B:0

C:0 D:0
計6

S:5 A:11
B:7 C:0

D:1
計24

S:7 A:11
B:4 C:1

D:1
計24

3 歳出の削減

Ⅵ
健
全
な
財
政
運
営

施策の「選択と集中」の徹底

2 歳入の確保

使用料・手数料の見直し

行政資源の有効活用（有料広告）

補助金・交付金の見直し

公共施設の見直し（管理）

Ⅳ人材の育成・強化　合計

Ⅴスマート自治体の推進　合計

Ⅵ健全な財政運営　合計

合　計

窓口サービスの向上

防災情報提供システムの運用

ＩＣＴを活用した行政改革

DX人材認定制度

Ⅴ
ス
マ
ー

ト
自
治
体
の
推
進

行政資源の有効活用
（ふるさと寄附金）


